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４０歳代が２９．８％と

最も多く、３０歳代が 

２４．２％と続く。 

資料 

１．アンケート結果 

指針改定にあたり、外国人市民、自治会、企業にアンケート調査を実施しました。

その結果は下記のとおりです。 

 

（１） 外国人市民アンケート調査結果 

調査対象 

無作為抽出による１８歳以上の外国人市民３００人及び市ホームページ閲覧者う

ち、外国人市民 計１２４人 

調査期間 

令和４年６月～７月 

調査方法 

アンケート調査（郵送配布、郵送回収、市ホームページによるオンライン回答） 

※ ６か国語を準備（やさしい日本語、英語、ポルトガル語、スペイン語、ベトナ

ム語、中国語） 

回答者の属性 
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ブラジルが４１．１％と最も多く、中国が１３．７％と続く。 

ポルトガル語が４３．５％と最も多く、日本語が２４．２％と続く。 
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永住が４９．２％と最も

多く、定住が２２．６％

と続く。 

会社員（派遣社員）が 

３３．９％と最も多く、

会 社 員 （ 正 社 員 ） が  

２３．４％と会社員で５

割以上を占める。 

日本在住年数は１０年 

以上が５４．０％と最 

も 多 く 、 １ ～ ３ 年 が    

１６．９％と続いてい

る。 
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長浜市在住年数は１０年

以上が４５．２％と最も

多く、１～３年が２１％

と続いている。 

家 族 と 暮 ら す 人 が   

６７．７％と最も多く、

一 人 で 暮 ら す 人 が   

２１．８％と続く。 



24 

 

日本語での会話（聞く・話す）について、７割以上が日常会話以上できると回答。

日本語の読み書きでは、５割以上が簡単な漢字を読め、５割弱が簡単な漢字を書く

ことができる。ひらがなの読み書きができる割合を含めると、７割以上となる。 

日本語での学習について 

日本語の学習経験は６割

近い人がある。 
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日本語の学習手段として

日本語教室に通う人は 

６３．０％と６割以上を

占める。 

日本語の勉強をしない理

由としては、時間がない

人が６３．３％と６割以

上を占める。 
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日本で暮らす外国人が日本語で困るシーンとしては、病院での説明が４８．４％と

約半数を占める。 



27 

 

日本で暮らす外国人が生活に必要とする情報は、病院や健康が５５．６％と半数以

上を占めている。 

日本で暮らす外国人が生活情報を入手する方法は、ＳＮＳが７３．４％と７割以上

を占めている。 

情報について 
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日本で暮らす外国人が被災時に情報を入手する方法は、ＳＮＳが６１．３％と６割

以上を占めている。 

 

回 

長浜での生活について 

 

  

４０．３％がとても住み

やすい、５６．５％が住

みやすいと回答し、住み

に く い と 答 え た 人 は 

２．４％と少数であっ

た。 
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日本で暮らす外国人の生活における困り事は、日本語が３１．５％と最も高く、特

にないという意見も２１．０％と次いで高かった。 

長浜で暮らす外国人が近隣の日本人との生活に際し実践していることは、あいさつ

が６４．５％と最も高く、次に日本語の勉強が４２．７％と高かった。 
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長浜市で暮らす外国人が考える長浜市への要望は、日本人との交流会やイベントが 

３９．５％と最も高く、次いで外国人への偏見や差別をなくすことが３７．１％を

占めた。 

 

 

 

分類 意見

要望
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意見 
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（２） 外国人労働者に関する企業調査結果 

調査対象 

企業内人権教育推進協議会加盟企業・事業所の内、令和３年度企業訪問の際、外国

人を雇用していると回答があった企業（73社）及び市内人材派遣会社（52社） 

調査期間 

令和４年１月上旬～１月末 

回収件数 

67件（53.6％） … 配布数 125件 

調査方法 

アンケート用紙を郵送し、FAX または返信用封筒で返送 
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・地元雇用を増やしたいが募集をしても人が集まらず、今後も外国人

労働者に労働力を頼る必要がある。 

・日本人が多い事務所の中で相談する人がいるか分からないが、まじ

めに勤務し、技術向上に努力されている。子供さんが一人おられる

ので、同年の人とか少し話しているようだ。日本語が少し話せる状

態である。 

・配属部署の受け入れ姿勢に温度差があり、未だに受け入れを拒否す

る場合がある。 

・外国人の雇用については、前向きに取り組んでいる。製造業（派遣

等）から転職希望される外国人から相談を受けるケースがあるが、

賃金が見合わないことが大きな課題。就職を決める方は、賃金以外

の労働条件や人と関わる仕事を求めることが多い。 

・当社の業務については、日常会話や簡単なカタカナやローマ字を書

くことが可能であれば十分。そのため、支援は行っていない。就労

ビザに問題なければ、積極的に雇用しようと考えている。 

・通訳の配置はしていないが、会話・説明能力が十分でない外国人労

働者に対しては、他の教員が通訳の役目を果たしている。 

・高齢者と 1対 1で対応する場面が多く、他スタッフのフォローが難

しい場面が見られる。業務内容は日本人と同じなので、結婚して日

本に在住している方が多い。コミュニケーション面で、日常会話が

難しい。名前などは、ローマ字表記などの工夫を行っている。 

・作業内容の説明など、すぐに理解して動いてくれるのですごく助か

っている。 

・日本で生まれ、日本語・外国語共に話せる人なら積極的に雇用しよ

うと思っている。 

・近年、外国人労働者の人数が増加しており、業務上の会話や資料の

読解にサポートが必要な方がいる。そのため、通訳の配置や、資料

の翻訳を行い対応しているが、引き続き外国人労働者が働きやすい

環境づくりに取り組んでいきたい。 

・近年、派遣先企業から日本人の方でとの要望が多くなっている。言

葉の問題や作業手順の説明、その他細かい対応が出来ない企業も多

い。翻訳版書類等がなかなか用意・対応出来ない。 

・日本語能力は、派遣先により必要な就業先もあれば、そうでない就

業先もある。 
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（３） 多文化共生自治会調査 

調査対象 

市内全自治会の自治会長 

調査期間 

令和２年８月１５日（土）～ ９月１５日（火） 

回答件数 

３６６／４２２自治会（８６．７％） 

調査方法 

書面によるアンケート調査（郵送回収） 

 

長浜 浅井 びわ 虎姫 湖北 高月 木之本 余呉 西浅井 不明 合計

いる 59 6 3 2 5 3 2 1 4 0 85

いない 101 49 19 8 23 21 20 17 12 2 272

合計 160 55 22 10 28 24 22 18 16 2 357

回答があった２３．８％

の自治会に外国人住民が

加入している。そのうち

６割が長浜地域の自治会

となり、地域に偏りがあ

る。 
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39 

 

２．在留資格の一覧 

資料）出入国在留管理庁「在留資格一覧表」より抜粋 令和４年１０月現在 

在留資格 本邦において行うことができる活動 該当例 在留期間 

外交 日本国政府が接受する外国政府の外交使

節団若しくは領事機関の構成員，条約若

しくは国際慣行により外交使節と同様の

特権及び免除を受ける者又はこれらの者

と同一の世帯に属する家族の構成員とし

ての活動 

外国政府の大

使，公使，総領

事，代表団構成

員等及びその家

族 

外交活動の期

間 

公用 日本国政府の承認した外国政府若しくは

国際機関の公務に従事する者又はその者

と同一の世帯に属する家族の構成員とし

ての活動（この表の外交の項に掲げる活

動を除く。） 

外国政府の大使

館・領事館の職

員，国際機関等

から公の用務で

派遣される者等

及びその家族 

５年，３年，

１年，３月，

３０日又は１

５日 

教授 本邦の大学若しくはこれに準ずる機関又

は高等専門学校において研究，研究の指

導又は教育をする活動 

大学教授等 ５年，３年，

１年又は３月 

芸術 収入を伴う音楽，美術，文学その他の芸

術上の活動（二の表の興行の項に掲げる

活動を除く。） 

作曲家，画家，

著述家等 

５年，３年，

１年又は３月 

宗教 外国の宗教団体により本邦に派遣された

宗教家の行う布教その他の宗教上の活動 

外国の宗教団体

から派遣される

宣教師等 

５年，３年，

１年又は３月 

報道 外国の報道機関との契約に基づいて行う

取材その他の報道上の活動 

外国の報道機関

の記者，カメラ

マン 

５年，３年，

１年又は３月 
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在留資格 本邦において行うことができる活動 該当例 
在留 

期間 

高度専門職 

 

１号 イ 法務大臣が指定する

本邦の公私の機関との契

約に基づいて研究，研究

の指導若しくは教育をす

る活動又は当該活動と併

せて当該活動と関連する

事業を自ら経営し若しく

は当該機関以外の本邦の

公私の機関との契約に基

づいて研究，研究の指導

若しくは教育をする活動 

ポイント制に

よる高度人材 

５年 

 高度の専門的な能力

を有する人材として

法務省令で定める基

準に適合する者が行

う次のイからハまで

のいずれかに該当す

る活動であって，我

が国の学術研究又は

経済の発展に寄与す

ることが見込まれる

もの 

ロ 法務大臣が指定する

本邦の公私の機関との契

約に基づいて自然科学若

しくは人文科学の分野に

属する知識若しくは技術

を要する業務に従事する

活動又は当該活動と併せ

て当該活動と関連する事

業を自ら経営する活動 

  

  ハ 法務大臣が指定する

本邦の公私の機関におい

て貿易その他の事業の経

営を行い若しくは当該事

業の管理に従事する活動

又は当該活動と併せて当

該活動と関連する事業を

自ら経営する活動する事

業を自ら経営する活動 

  

 ２号 イ  本邦の公私の機関

との契約に基づいて研

究，研究の指導又は教育

をする活動 

 無期限 
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  １号に掲げる活動

を行った者であっ

て，その在留が我が

国の利益に資するも

のとして法務省令で

定める基準に適合す

るものが行う次に掲

げる活動 

ロ  本邦の公私の機関

との契約に基づいて自然

科学又は人文科学の分野

に属する知識又は技術を

要する業務に従事する活

動 

  

   ハ  本邦の公私の機関

において貿易その他の事

業の経営を行い又は当該

事業の管理に従事する活

動 

  

  ニ  ２号イからハまで

のいずれかの活動と併せ

て行う一の表の教授，芸

術，宗教，報道の項に掲

げる活動又はこの表の法

律・会計業務，医療，教

育，技術・人文知識・国

際業務，介護，興行，技

能，特定技能２号の項に

掲げる活動（２号イから

ハまでのいずれかに該当

する活動を除く。） 

  

経営・管理 本邦において貿易その他の事業の経営を行い又

は当該事業の管理に従事する活動（この表の法

律・会計業務の項に掲げる資格を有しなければ

法律上行うことができないこととされている事

業の経営又は管理に従事する活動を除く。） 

企業等の経営

者・管理者 

５年，

３年，

１年，

６月，

４月又

は３月 

法律・ 

会計業務 

外国法事務弁護士，外国公認会計士その他法律

上資格を有する者が行うこととされている法律

又は会計に係る業務に従事する活動 

弁護士，公認

会計士等 

５年，

３年，

１年又

は３月 

医療 医師，歯科医師その他法律上資格を有する者が

行うこととされている医療に係る業務に従事す

る活動 

医師，歯科医

師，看護師 

５年，

３年，

１年又

は３月 
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研究 
本邦の公私の機関との契約に基づいて研究を行

う業務に従事する活動（一の表の教授の項に掲

げる活動を除く。） 

政府関係機関

や私企業等の

研究者 

５年，

３年，

１年又

は３月 

教育 本邦の小学校，中学校，義務教育学校，高等学

校，中等教育学校，特別支援学校，専修学校又

は各種学校若しくは設備及び編制に関してこれ

に準ずる教育機関において語学教育その他の教

育をする活動 

中学校・高等

学校等の語学

教師等 

５年，

３年，

１年又

は３月 

技術・ 

人文知識・ 

国際業務 

本邦の公私の機関との契約に基づいて行う理

学，工学その他の自然科学の分野若しくは法律

学，経済学，社会学その他の人文科学の分野に

属する技術若しくは知識を要する業務又は外国

の文化に基盤を有する思考若しくは感受性を必

要とする業務に従事する活動（一の表の教授，

芸術，報道の項に掲げる活動，この表の経営・

管理，法律・会計業務，医療，研究，教育，企

業内転勤，介護，興行の項に掲げる活動を除

く。） 

機械工学等の

技術者，通

訳，デザイナ

ー，私企業の

語学教師，マ

ーケティング

業務従事者等 

５年，

３年，

１年又

は３月 

企業内転勤 本邦に本店，支店その他の事業所のある公私の

機関の外国にある事業所の職員が本邦にある事

業所に期間を定めて転勤して当該事業所におい

て行うこの表の技術・人文知識・国際業務の項

に掲げる活動 

外国の事業所

からの転勤者 

５年，

３年，

１年又

は３月 

介護 本邦の公私の機関との契約に基づいて介護福祉

士の資格を有する者が介護又は介護の指導を行

う業務に従事する活動 

介護福祉士 ５年，

３年，

１年又

は３月 

興行 演劇，演芸，演奏，スポーツ等の興行に係る活

動又はその他の芸能活動（この表の経営・管理

の項に掲げる活動を除く。） 

俳優，歌手，

ダンサー，プ

ロスポーツ選

手等 

３年，

１年，

６月，

３月又

は１５

日 

技能 本邦の公私の機関との契約に基づいて行う産業

上の特殊な分野に属する熟練した技能を要する

業務に従事する活動 

外国料理の調

理師，スポー

ツ指導者，航

空機の操縦

者,貴金属等

の加工職人等 

５年，

３年，

１年又

は３月 
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介護 本邦の公私の機関との契約に基づいて介護福祉

士の資格を有する者が介護又は介護の指導を行

う業務に従事する活動 

介護福祉士 ５年，

３年，

１年又

は３月 

特定技能 １号 法務大臣が指定する

本邦の公私の機関と

の雇用に関する契約

（入管法第２条の５

第１項から第４項ま

での規定に適合する

ものに限る。次号に

おいて同じ。）に基

づいて行う特定産業

分野（人材を確保す

ることが困難な状況

にあるため外国人に

より不足する人材の

確保を図るべき産業

上の分野として法務

省令で定めるものを

いう。同号において

同じ。）であって法

務大臣が指定するも

のに属する法務省令

で定める相当程度の

知識又は経験を必要

とする技能を要する

業務に従事する活動 

特定産業分野

に属する相当

程度の知識又

は経験を要す

る技能を要す

る業務に従事

する外国人 

１年，

６月又

は４月 

 ２号 法務大臣が指定する

本邦の公私の機関と

の雇用に関する契約

に基づいて行う特定

産業分野であって法

務大臣が指定するも

のに属する法務省令

で定める熟練した技

能を要する業務に従

事する活動 

特定産業分野

に属する熟練

した技能を要

する業務に従

事する外国人 

３年，

１年又

は６月 

技能実習 １号 イ 技能実習法上の

認定を受けた技能実

習計画（第一号企業

技能実習生 法務大

臣が

個々に
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単独型技能実習に係

るものに限る。）に

基づいて，講習を受

け，及び技能等に係

る業務に従事する活

動 

指定す

る期間

（１年

を超え

ない範

囲） 

  ロ 技能実習法上の

認定を受けた技能実

習計画（第一号団体

監理型技能実習に係

るものに限る。）に

基づいて，講習を受

け，及び技能等に係

る業務に従事する活

動 

  

 ２号 イ 技能実習法上の

認定を受けた技能実

習計画（第二号企業

単独型技能実習に係

るものに限る。）に

基づいて技能等を要

する業務に従事する

活動 

 法務大

臣が

個々に

指定す

る期間

（２年

を超え

ない範

囲） 

  ロ 技能実習法上の

認定を受けた技能実

習計画（第二号団体

監理型技能実習に係

るものに限る。）に

基づいて技能等を要

する業務に従事する

活動 

  

 ３号 イ 技能実習法上の

認定を受けた技能実

習計画（第三号企業

単独型技能実習に係

るものに限る。）に

基づいて技能等を要

する業務に従事する

活動 

 法務大

臣が

個々に

指定す

る期間

（２年

を超え

ない範

囲） 
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  ロ 技能実習法上の

認定を受けた技能実

習計画（第三号団体

監理型技能実習に係

るものに限る。）に

基づいて技能等を要

する業務に従事する

活動 

  

在留資格 本邦において行うことができる活動 該当例 在留期間 

留学 本邦の大学，高等専門学校，高等学校

（中等教育学校の後期課程を含む。）

若しくは特別支援学校の高等部，中学

校（義務教育学校の後期課程及び中等

教育学校の前期課程を含む。）若しく

は特別支援学校の中学部，小学校（義

務教育学校の前期課程を含む。）若し

くは特別支援学校の小学部，専修学校

若しくは各種学校又は設備及び編制に

関してこれらに準ずる機関において教

育を受ける活動 

大学，短期大

学，高等専門学

校，高等学校，

中学校及び小学

校等の学生・生

徒 

法務大臣が

個々に指定

する期間

（４年３月

を超えない

範囲） 

研修 本邦の公私の機関により受け入れられ

て行う技能等の修得をする活動（二の

表の技能実習１号，この表の留学の項

に掲げる活動を除く。） 

研修生 １年，６月

又は３月 

家族滞在 一の表の教授，芸術，宗教，報道，二

の表の高度専門職，経営・管理，法

律・会計業務，医療，研究，教育，技

術・人文知識・国際業務，企業内転

勤，介護，興行，技能，特定技能２

号，三の表の文化活動又はこの表の留

学の在留資格をもって在留する者の扶

養を受ける配偶者又は子として行う日

常的な活動 

在留外国人が扶

養する配偶者・

子 

法務大臣が

個々に指定

する期間

（５年を超

えない範

囲） 
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在留資格 本邦において行うことができる活動 該当例 在留期間 

特定活動 法務大臣が個々の外国人について特に

指定する活動 

外交官等の家事

使用人，ワーキ

ング・ホリデ

ー，経済連携協

定に基づく外国

人看護師・介護

福祉士候補者等 

５年，３

年，１年，

６月，３月

又は法務大

臣が個々に

指定する期

間（５年を

超えない範

囲） 

在留資格 本邦において行うことができる活動 該当例 在留期間 

永住者 法務大臣が永住を認める者 法務大臣から永

住の許可を受け

た者（入管特例

法の「特別永住

者」を除く。） 

無期限 

日本人の配

偶者等 

日本人の配偶者若しくは特別養子又は

日本人の子として出生した者 

日本人の配偶

者・実子・特別

養子 

５年，３

年，１年又

は６月 

永住者の配

偶者等 

永住者等の配偶者又は永住者等の子と

して本邦で出生しその後引き続き本邦

に在留している者 

永住者・特別永

住者の配偶者及

び本邦で出生し

引き続き在留し

ている子 

５年，３

年，１年又

は６月 
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３．用語解説 

用語 解説

（英語）

ＩＣＴ 「Information and Communication Technology」の略称で、

日本語では「情報通信技術」と訳される。似た用語に IT

（Information Technology）があるが、同義語である。

ＳＮＳ 「Social Networking Service」の略称で、Web上で社会的ネッ

トワークを構築可能にするサービスの総称。代表的なサービスは

Facebook、Twitterが挙げられる。

か行

外国人技能実

習制度

日本で培われた技能、技術又は知識を開発途上地域等へ移転す

ることによって、当該地域等の経済発展を担う「人づくり」に寄与す

ることを目的として 1993年に創設された外国人を受け入れる制

度のこと。

外国人登録者 市内に住む外国人について、平成２４年７月の住民基本台帳法の

改正及び外国人登録制度の廃止により、平成２４年６月以前は「外

国人登録者」、それ以降は「外国人市民」と表記する。

監理団体 技能実習生を受け入れ、その活動及び受け入れ企業へのサポート

等を行う非営利団体のこと。

キャリア教育 キャリアとは、人が生涯の中で様々な役割を果たす過程で、自分ら

しい生き方を実現していくことをいう。キャリア教育とは、一人ひとり

の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育

てることを通して、キャリア発達を促す教育のこと。

さ行

持続可能な開

発目標 

（ＳＤＧｓ）

平成 27 年（2015 年）9 月に国連で採択された、平成 28 年

（2016年）～令和 12 年（2030 年）までの国際目標。「誰一人

取り残さない」社会の実現をめざし、経済・社会・環境をめぐる広

範な課題に総合的に取り組むため、先進国を含む国際社会全体

の目標として、2030 年を期限とする包括的な 17 の目標

（Sustainable Development Goals：SDGｓ）を設定。

な行

ニューカマー １９８０年代以降に来日し、定住した外国人を指す。


